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研究成果の概要（和文）：本研究は、地域づくりにおける三職種の協同関係と専門性、研修の方法を開発するこ
とに目的があった。この研究では、社会福祉施設、地域包括支援センター、公民館の協力をしながら、地域づく
りの協同実践を行い、小学校区くらいまでの地域のキャパシティを高めるために、具体的なCCD実践の計画化と
実践をとおして連携・協同関係構築の方法構築と課題を明らかにした。あわせて、職員に求められる専門性の内
実と養成のためのカリキュラム、研修方法についての提案をつくることができた。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to explore how to make three different 
professionals in community development, and to develop training method. In this project, we tried 
promote community capacities made on the basis of collaboration between care workers, staffs of 
community support center, and community educators. At the end, we revealed how to make collaboration
 for practice of community capacity development. In addition, we proposed training programs to 
promote their abilities.

研究分野：教育学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
社会福祉と社会教育という両領域の連携の必要性を強調すること自体は新しい主張ではない。しかし、これまで
の研究では、①連携・協同を進める具体的な方法論や実践的な提案はほとんど具体化されてない。②しかも、新
しい課題を遂行するには、新しい力量が求められるが、こうした具体的な検討を行った研究は皆無といえる。③
さらに、その専門的力量を高めるためのカリキュラムや研修方法の提案も手付かずの課題である。社会福祉学と
社会教育学の研究成果を統合しようとする点、社会福祉領域の実践者との共同研究・共同開発の実践的研究もは
じめての試みである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
（１）地域づくり戦略としての、community capacity development（以下、CCDと略す）と
いう概念は、1990年代に途上国に対する国際的な援助の理念・戦略として UNDP（国連開発
計画）により提案された。UNDPは、CCDを、「個人、組織、諸機関、社会が機能を果たし、
諸課題を解決し、目標を設定したり、それを達成する能力を発展させる過程である」（UNDP 
1997）と規定している。この CCDは様々な国の援助機関の援助戦略として採用されただけで
はなく、先進国の都市開発や農山村開発・再生論の試みの中でも活かされている（Chaskin 
2001）。 
（２）社会教育実践や社会福祉実践の視点から重要なことは、地域のキャパシティを高めるこ
とにある。その実践では、①継続的な学習と変化のプロセスであること、②地域社会の個人や
既に存在する組織のより有効な活用とエンパワーメントを重視していること、③実践的戦略や
プログラムをつくる際により体系的なアプローチをとることが必要である。これを実現するた
めには地域包括支援センターなどの社会福祉機関だけではなく行政の垣根を越えて、公民館等
の社会教育機関・職員との協同関係を築くことが必要となる。しかし、日本ではこうした実践
の必要性についての自覚に乏しく、また専門的力量が問われるわけでもない。この点で、スコ
ットランドのコミュニティ・エデュケーションセンターの仕組みは示唆的である。このセンタ
ーには、成人教育者、ユースワーカー、コミュニティワーカーの三つの職種からなるスタッフ
が配置され、連携・協同関係をつくりながら地域課題の解決及び地域づくりの実践を進めてい
る。 
（３）日本の制度や地域課題に即して言えば、一つのセンターに三つの職種を配置するという
よりも、これら諸機関が独立しつつも、連携・協同関係をつくりながら住民参加と地域課題の
解決にあたることが求められる。本研究では、社会福祉機関、公民館関係者の協力をえて、こ
れらの諸機関に配置されている専門職たちの協同実践をつくりながら、公民館をプラットホー
ムにした連携・協同の構築モデルの提案が期待されていた。 
 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、地域づくりの方法論であるコミュニティ・キャパシティを高めるため
に必要な教育、福祉、健康に関する三つの職種の協同関係の構築の方法的戦略と、そのための
職員の専門性の内実と養成のカリキュラム、研修方法を開発することにある。国際開発計画
（UNDP）やWorld Bankなど国際機関では、途上国の社会開発、先進国の都市貧困地域の再
開発、農山村開発の手法として、community capacity developmentという考え方を採用して
いる。 
（２）日本の地域社会の抱える諸問題として、高齢化にともなう介護予防や、健康づくりなど
の課題がある。しかし、この問題を解決するには、社会福祉の機関による個別アプローチだけ
でなく、地域にある公民館等の教育機関との連携、すなわち教育的アプローチが必要となる。
地域社会は、社会教育、健康、社会福祉をめぐる実践の基盤として重要である。本研究では、
教育と福祉のサービスを地域レベルで提供している諸機関（公民館、地域包括支援センターな
ど）の連携構築を図りつつ公民館のプラットホームとしての役割の意義と、具体的な実践手法
を開発することをめざした。 
 
 
３．研究の方法 
（１）本研究は、3年の研究期間を想定している。まず、①CCDの概念の内外の研究動向を検
討する。とくに、スコットランドのコミュニティ・エデュケーションセンターにおける三職種
の協同と、専門職養成のカリキュラムについて、エディンバラ大学の研究者の協力で理解を深
める必要がある。②特定の地域をフィールドに社会福祉機関と公民館との連携・協同の「プラ
ットホーム」をつくり、地域づくりの実践を試みる。③このために地域のキャパシティのアセ
スメントを試行的に行うとともに、その有効性を検証するために次年度に向けての CCD 実践
計画を作成（一部実施）する。 
（２）④高橋満が作成したアセスメント指標の有効性を検証して、必要な修正を加えて、社会
教育、社会福祉領域のキャパシティ・アセスメント指標を完成させる。⑤以上を総合して、公
民館職員の専門性を明らかにし、その養成・研修の提案をつくる。 
 
４．研究成果 
（１）公民館職員にとって、プログラムのデザイン・実施は中心的な位置を占めている。とこ
ろが、初心者の職員たちも、すでにあるプログラムをもとにして、自分の公民館への参加経験
に依拠しながら、あるいは、大学で学んだ知識をもとにして、形式的には、プログラムをデザ
インすることが可能であった。その技能自体はもちろん進歩するが、基本は比較的容易に学べ



るわけである。 
（２）しかしながら、それでは十分ではないと職員たちは考える。なぜなら、このプログラム
には利用者のニーズも、地域住民の思いや参加の意思など大切な要素が欠けているからである。
したがって、職員たちは、このニーズを把握（ニーズ・アセスメント）するために信頼関係を
築く努力を重ねつづける。さらに、職員たちは地域資源を発見し、それを開発するためにコミ
ュニティワークの手法を使いながら能動的に働きかけていた。こうした視点の転換自体が公民
館職員としての力量の成長を表現していることを見てきた。 
10 年の経験を経た公民館職員は「一人前」以上の力をもっているであろう。彼らは、参加に
おいても住民一人一人の自己実現を大切にしながら、その先に地域の weii-being を高めること
をめざしつつ、これらの資源を使って（ネットワーク化と資源動員）住民とともにプログラム
をつくっている。 
 
公民館職員の力量の構造 
（３）公民館職員たちにとって自分の成長がなかなか実感できない現実がある。 
この点、「私にドンとまかせな」と自信をもって成長を確認できる看護師と大きく異なる。
この揺らぎの理由の一つは、公民館職員の仕事が対人援助を中心とするものだからだが、もう
一つの側面として専門職として必要とされる力量、これに対応する技術・知識の内容が明確で
ないからでもある。 
そこで、これまでの公民館職員の語りの分析から整理される専門性を支える知識・技術、価
値・倫理の関連を構造的に示してみたい。この点は、試論として公民館職員の方々に吟味して
いただきたい。了解可能でなければ、妥当性は確証されないからである。 
 

 
 

     公民館主事の専門性の構造（概念図） 
 
（４）第 1に、中心には価値や倫理が位置づく。そのなかには「仕事に前向きな姿勢」もはい
ってくる。この側面は、職員の方たちが重視している側面でもあるが、これは大切な点である。
なぜなら、専門職ということであれば、「倫理綱領」として共有されるべきものだからである。
先の分析では「一人ひとりの自己実現を支援する」ということであった。この点は明確ではな
いが、職員の方たちが住民の方々の自己決定や参加を大切にしていることも、この価値や倫理
に含まれるべき内容となろう。 
第 2に、それを踏まえてでてくるのが利用者とのラポート、信頼関係をつくるための職員た
ちの姿勢であり、これをつくる技術である。洞察、認識、表現力などをふくむコミュニケーシ
ョン力が必要となる。職員たちは日々の仕事をとおしてこうした力量を少しずつ高めている。
その目標は利用者のニーズを正しく把握することである。 
第 3に、公民館の利用者との関係だけではなく、職員たちは地域に積極的に地域にでて住民
との結びつきをつくろうとしていた。これがコミュニティワークの技法である。この内容を具
体的にみてみると、4 つの側面がある。①地域ニーズのアセスメントの技術、②資源を開発・
動員する技術、③資源開発と関係しますが、諸資源をネットワーク化する組織化の技術、そし
て④地域計画づくりと評価の技術である。もちろん、これらを職員の方たちすべてが習熟して
いるということではない。ここには必要があるべきものを示している。 
第 4層が、職員の実行力を支えるより具体的な技術である。これは語りではあまり明確に触
れられていなかった。職員たちは、ここで本当の勝負をしないということかもしれないが、や
はり専門性を支える重要な要素である。①プログラムのデザイン力、②ファシリテーション力、
③生涯学習の理解、④情報の発信・収集力、そして⑤管理・調整力もキャリアパスを考えます

価値・倫理 



と必要になるであろう。 
くり返しになるが、これはあくまで試論である。まずは、公民館職員の方たちが議論しなが
ら、共通認識をつくりだしていくことが大切である。専門職は、すでにあるものではなくて、
集団的に認知を広げ、つくりだしていく、広い意味で言えば、政治的なプロセスだからである。
誤解を恐れずに言えば、なくても主張するべきことである（めざすべきものです）。 
 
どのように力量を高めるのか 
（５）公民館主事たちは、独力で、試行錯誤しながらこうした理解をつくりあげてきた。しか
しながら、それは個別の努力であって、決して、望ましい姿ではない。一人ひとりの職員は意
欲も高く、利用者、住民とともに活動をつくるなかで、学びつづけていることがわかる。それ
は大切ではあるが、財団として見た場合、とくに専門職の集団として見た場合にも、新しく採
用される職員たちの教育をどのようにつくっていくのか、ということを考えるべきではないか。
なぜなら、公民館の職員の力とは、個人のものではなくて、住民と職員たち、異動してきた職
員を含めて歴史的に蓄積してきた「関係的能力」だからである。自分だけで仕事はできないは
ずである。 
この公民館主事の専門性の構造からは、職員が力量を高めるための研修の構成を理解するこ
とが可能である。 
まず、第 1に、もっとも外側の具体的な 5つの力量の内容を見ると、これは学校というフォ
ーマル・エデュケーションや職員同士のワークショップなど、ノンフォーマル・エデュケーシ
ョンなどで学ぶことができる内容である。職員の研修機会を計画的に組織化することもできる
だろう。 
第 2に、これに対して、コミュニティワークに関する力量である「ニーズ・アセスメント」、
「資源の開発・動員」、「地域資源のネットワーク」そして「地域づくりの計画・評価」、そして
第 2層の利用者・住民との「信頼関係」「ラポートの形成」の技術は「ケース研究」や「事例検
討会」がもっとも有効な方法となるはずである。学習論的にも、専門職者の力量形成は実践コ
ミュニティへの参加のなかで図られるということが主張されている。この点は、分析を示さな
かったが、大型館で職員同士の議論のなかでプログラムをつくる過程が「勉強になった」、キャ
リアのなかで「ぜひ経験すべき」といわれていることからもわかる点である。 
第 3に、職員がもつべき「価値・倫理」は実践を方向づけるものである。「価値」とか、「倫
理」というと大げさではあるが、この内容を明確化して、公民館職員としてどのようなことを
大切にして仕事をするべきなのか、つねに実践をふり返ることが大切である。 
公民館は市民に学び機会を提供する機関であるが、同時に、職員同士が学びあう組織でもあ
るべきではないだろうか。〈専門職〉、これをかかげるのであれば、その定例化と制度化は必須
の条件である。 
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